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北海道の人口動態 2015年
：札幌市の動向と外国人居住者の影響

The Population Dynamics of Hokkaido 2015: Trends in Sapporo  and
Effect of Increasing Foreigners 

原 俊彦（札幌市立大学） Toshihiko HARA (Sapporo City University)

【2016年度第4回札幌GIS研究会】

日時：2016年10月22日（土） 15時00分～18時（予定時刻）

会場：

１．札幌市の動向



2



3



4

人口動態

2009年から自然減が始まっているが、依然として社会増が続いている。このため、その差である人口増も、まだ年間5000人を
上回る状況にある。社会増のレベルが変化しないとすれば、年間3000人の自然減が後2000人ほど進むまでは人口減少は始
まらない。グラフの2009年から2014年までのトレンドで見る限り、2016年ぐらいには年間5000人を上回りそうだが、2015年で
下げ止まった感じもある。

自然動態

自然減の下げ止まりは出生数の安定と2015年の死亡数の増加が止まっためであることがわかる。
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社会動態

社会動態は依然として、道内他地域からの転入超過と道外との転出超過が続いているが、道外への転出超過が2011年に
一時止まって後、再び増加に転じたことがわかる。★本州の景気が悪いと転出超過が減るという傾向があるので、今後、動
向が注目される。

純移動数

住民基本台帳人口移動報告年報（詳細集計） 年次 2015年で札幌市の5歳階級別の純移動数をみると、男女とも0-4歳と男
子の25-29歳、女子30-34歳のみが転出超過で、後は転入超過であることがわかる。この内、0-4歳と女子30-34歳の転出超
過は母子で札幌市外に移動していると考えられ、子育て期の人口流出の可能性が考えられる。男子の25-29歳の転出超過
は就業移動と思われる。
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純移動率

分母に2015年10月現在の住民基本台帳人口を取り、5歳年齢階級別の純移動率を計算してみても上記の例外を除き、ほ
ぼ全年齢階級で、0.5％から２％の転入超過となっており、15歳-19歳から20-24歳の進学年齢、55-59，60-34歳の男子の引
退年齢、80歳-84歳以上の高齢期における転入超過率が目立つ。つまり、進学期移動、退職期移動、高齢期移動で道内他
地域から札幌市への移動が進んでいるといえる。

今後の人口見通し・必要な対策

� 基本的なトレンドは変化していない。2015年あたりで自然減の進行が一時
的に停滞したことで人口減少の始まりが遅れている。しかし少子高齢化が
さらに進めば、遠からず、自然減が転入超過を上回るようになり減少が始
まると予想される。

� 社会移動は、ほぼ全年齢で転入超過となっているが、子育て期の母子や男
子の25-29歳の転出超過、退職期移動、高齢期移動の転入超過などで少
子高齢化がさらに進む傾向がある。

� 家族形成期や子育て期の就業・生活環境への支援を強化する施策、退職
期や高齢期の移動を質的にコントロールし、高齢期の生活環境を守るため
の施策も必要なる。

� 進学期移動で流入する若い人口と増加する高齢人口を結び付ける、共助
的な施策（混住・相互支援）の検討が必要だろう。
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２．外国人居住者の影響

北海道の人口減少（２０１５年）

人口減少数は3万人余りだが、日本人−３万２５４５人に対し、外国人は2千人ほど増加している。

住民基本台帳人口・世帯数及び人口動態（平成27年１月～平成27年12月）
資料　北海道総合政策部地域主権・行政局市町村課

区分 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計

北海道 5,376,211 24,999 5,401,210 36,696 119 36,815 60,869 60 60,929 250,506 12,024 262,530 260,195 7,988 268,183

札幌市 1,931,518 10,314 1,941,832 14,589 78 14,667 17,646 26 17,672 122,607 3,922 126,529 114,629 2,748 117,377

道内他地域 3,444,693 14,685 3,459,378 22,107 41 22,148 43,223 34 43,257 127,899 8,102 136,001 145,566 5,240 150,806

構成比 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計

北海道 99.5% 0.5% 100.0% 99.7% 0.3% 100.0% 99.9% 0.1% 100.0% 95.4% 4.6% 100.0% 97.0% 3.0% 100.0%

札幌市 99.5% 0.5% 100.0% 99.5% 0.5% 100.0% 99.9% 0.1% 100.0% 96.9% 3.1% 100.0% 97.7% 2.3% 100.0%

道内他地域 99.6% 0.4% 100.0% 99.8% 0.2% 100.0% 99.9% 0.1% 100.0% 94.0% 6.0% 100.0% 96.5% 3.5% 100.0%

普通出生率　‰ 普通死亡率　‰ 転 入率（％） 転 出率（％）

区分 日本人 外国人を含む 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計

北海道 2,730,079 21,203 2,751,282 6.8 4.8 6.8 11.3 2.4 11.3 4.7 48.1 4.9 4.8 32.0 5.0

札幌市 1,018,860 8,280 1,027,140 7.6 7.6 7.6 9.1 2.5 9.1 6.3 38.0 6.5 5.9 26.6 6.0

道内他地域 1,711,219 12,923 1,724,142 6.4 2.8 6.4 12.5 2.3 12.5 3.7 55.2 3.9 4.2 35.7 4.4

構成比 日本人 外国人 計

北海道 99.2% 0.8% 100.0%

札幌市 99.2% 0.8% 100.0%

道内他地域 99.3% 0.7% 100.0%

人口（人）2015年1月1日

世帯数　2015年1月1日

自 然 動 態　2015年1月から12月 社 会 動 態　2015年1月から12月

出  生 死  亡 転  入 転  出総　数

日本人 外国人 計

-32,545 2,097 -30,448

増 減 数
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市町村別人口動態

自然動態のみプラス（２）：別海町、更別町 ＊畜産の大規模化・活性化
自然動態と社会動態ともプラス（３）：占冠村、倶知安町、千歳市
社会動態のみプラス（28）：留寿都村、西興部村、東川町、赤井川村、ニセコ町、東神楽町、南富良野町、新冠町
、厚真町、札幌市計、壮瞥町、恵庭市、豊浦町、上士幌町、石狩市、長万部町、音更町、枝幸町、新篠津村、剣
淵町、泊村、清水町、千歳市、帯広市、利尻町、伊達市、苫小牧市、七飯町
自然動態と社会動態ともにマイナス：146市町村（179市町村中）

人口増加率と自然動態率

自然動態率（‰）と人口増加率（％）との間には正の相関が見られる。y = 0.0016x - 0.0015 R² = 0.39702
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人口増加率と普通出生率

普通出生率（‰）と人口増加率（％）との間には正の相関が見られる。y = 0.0037x - 0.0368 R² = 0.25199

人口増加率と普通死亡率

普通死亡率（‰）と人口増加率（％）との間には正の相関が見られる y = -0.002x + 0.0136 R² = 0.35319
★高齢化の進行もあり、出生率より死亡率の方が影響が大きいことがわかる。
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人口増加率と社会動態率

社会動態率（‰）と人口増加率（％）との間には、強い正の相関が見られる。y = 0.0011x - 0.0078R² = 0.863

人口増加率と普通転出率

普通転出率（‰）と人口増加率（％）との間には、弱い正の相関が見られる。y = 0.0002x - 0.0236R² = 0.04416
つまり、多くの市町村では、転出超過が人口減少を引き起こしている訳ではないといえる。
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人口増加率と普通転入率

普通転入率（‰）と人口増加率（％）との間には、はっきりした正の相関が見られる。
y = 0.0004x - 0.0317 R² = 0.38376 つまり、人口の増減には転入の影響の方が大きいことがわかる。

人口増加率と外国人居住者の割合

外国人が居住者に占める割合（％）と人口増加率（％）との間にも正の相関が見られるが、明らかに一部の地域
、占冠村、倶知安町、留寿都村、ニセコ町、赤井川村など、スキーリゾートの影響が大きいことがわかる。
y = 0.6361x - 0.0201  R² = 0.3335
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転出転入に占める外国人居住者の割合

転出入に外国人居住者に占める割合（％）の間にも強い正の相関が見られるが、明らかに一部の地域、占冠村、倶知
安町、留寿都村、ニセコ町、赤井川村など、スキーリゾートの影響が大きいことがわかる。
y = 0.6482x  R² = 0.8608

住民全体に占める外国人居住者の割合

北海道に居住する外国人は、住基で表章されるようになった2014年3月の21,144人から2016年1月の24,992人へと年々増
加して来ているが、住民全体に占める割合は0.4％から0.5％程度に留まっている。しかし、留寿都村（21人1.1％から123人
6.3％）、占冠村（56人4.7％から114人9.2％）、倶知安町（143人2.8％から1046人6.5％）、ニセコ町（112人2.3％から287人
5.7％）、赤川村（20人1.7％から41人3.6％）、東川町（52人0.7％から188人2.7％）、喜茂別町（28人1.2％から56人2.5％）と
、一部の町村では実数で2倍から数倍と急増しており、人口規模が小さいこともあり、住民全体に占める割合も際立つように
なってきた。
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まとめと考察

� ２０１５年も北海道の人口は引き続き減少しているが、日本人
−３万２５４５人に対し、外国人は2千人ほど増加している。

� 自然動態のみプラス（２）、自然動態と社会動態ともプラス（３）
社会動態のみプラス（28）、自然動態と社会動態ともにマイナ
ス：146市町村（179市町村中）。

� 人口増加率に対する自然動態の影響は出生率よりも死亡率
の方が強く、少子高齢化が進んでいることがわかる。

� 人口増加率に対する影響は社会動態の方が大きく、転出より
は転入が効いており、外国人が居住者に占める割合（％）の
高い地域、占冠村、倶知安町、留寿都村、ニセコ町、赤井川
村など、スキーリゾート地域への転入が目立つ。

� 居住人口に占める外国人の割合が最も高くなったのは占冠
村で2014年の56人4.7％から2015年の114人9.2％で、今後
の動向が注目される。
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